
 1      通常号定価 1 部 100 円（消費税込み）年間購読料 3,000 円        （送料含む）      The Democratic Party            

 

 政府も、今後１０年間をメドに地
域包括ケアシステムを構築するとい
う方針を掲げています。この地域包
括ケアシステムとは、重度の要介護
状態となっても自分らしい暮らしを
住み慣れた地域で人生の最後まで続
けることができるように、住まい・
医療・介護・予防・生活支援を一体
的に提供するというものです。 

私は、このシステムの理想は終末
期の方が多くの人々 に囲まれて「い
い人生だった」と思えるような状況
を、地域社会が一体となってつくる
ことだと考えています。 

 この地域包括ケアシステムを現実
面でしっかりと機能させるには、地
域に住んでいる皆さまと医師、歯科
医師、薬剤師、介護事業者との連携
も含めていくつか問題も横たわって
います。なかでも、地域を支える医
師の確保は急務です。 

 

 

 

今、地元では、何人かの比較的若
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らしています。言い換えれば、その
解決策は高齢化する日本社会の課題
を解決するモデルともなるのです。 

 

 

 

高度成長期を支えた方々 はすでに
定年を迎えています。一方、その子
供たちはすでに独立して都心部で働
いているため、地元の戸建てや団地
では老夫婦だけが残って暮らしてい
るのです。 

 子供が同居していないのですか
ら、高齢者の親の医療・介護を誰が
担うかは大きな問題となります。解
決策の一つに挙げられるのが、訪問
診療、訪問看護、訪問介護をチーム
で行える仕組みの構築です。 

 

 

 

 

国が責任を持って 

最後まで看取る時代になった 

地域包括ケアシステムには 

まず医師の確保 

地域の高齢者の医療・介護を 

誰が担うか 

い医師たちがチームを組んで２４時
間３６５日対応の訪問診療に取り組
んでいます。今後、訪問診療の需要は
爆発的に増えることが想定されるた
め、訪問医療に携わる医師を私たちの
地域に招く準備しなければと考えて
いるのですが、若い医師には都市部で
の開業を望んでいる人が多いそうで
す。とすると多くの医師を地元に呼び
込むための制度面での施策が必要に
なってきます。 

まずその前提として、訪問診療での
医師の負担を減らすなど、２４時間３
６５日対応の訪問診療を無理なく行
えるようにする工夫が必要です。 

例えば、まず看護師が在宅医療や在
宅介護を受けている方のところに伺
い、必要と判断した際には医者に往診
をお願いする、つまり看護師にゲート
キーパーの役割を担ってもらうこと
で医師の負担が軽減できるはずです。 

現在、ゲートキーパーの役割を引き
受けているのが訪問看護ステーショ
ンですから、その充実を図るとともに
地域で生活している看護師の方にも
チ 

私の地元のＪＲ高崎線の駅では朝
の通勤時間帯には７分間隔で列車が
止まります。７～８年前まではどの駅
でもホームに来る通勤客の流れが途
切れるようなことはありませんでし
た。しかし今は上尾駅を除く駅では通
勤客の流れが断続的になっており、午
前８時を過ぎるとホームも閑散とな
ってしまいます。逆に言うと、それだ
け地元で１日を過ごす退職者が増え
るということです。 

しかも数年前に私が調べたところ、
ここ埼玉６区は全国２８９小選挙区
のうち最速で高齢化していくことが
わかりました。その意味で日本の課題
を象徴的に抱える地域に私たちは暮
らす 
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家族を守る力になりたい  

 
地域の救急救命を担っている
病院を訪問。 
全国でも最速で高齢化してい
く私たちの地域の医療・介護
の課題を解決することは、高
齢化する日本社会の課題を解
決することでもあります。 

高齢化する日本を救う 
システムと技術 

 

独自の社会保障政策に取り組む黒岩祐治
神奈川県知事の勉強会を地元で開催。 
日本でも特に高齢化が激しい私たちの地
域に求められる医療・介護の仕組みを作っ
ていきます。 

チームを組んでもらい、２４時間の
体制を組むことが望まれます。地域
のナースコールの役割を担うことに
なるのです。 

介護状態の方や患者への２４時間
３６５日対応については複数の医師
がチームで行いますので、チームで
連携するためにはカルテのオンライ
ン共有も必要です。 

診療報酬・介護報酬が改定される
来年度は、訪問診療、訪問介護への
政策誘導も検討課題となります。 

（裏面へつづく） 
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さらに、私が高齢化する日本社会の
カギを握っていると考えているのが、
世界をリードする日本のロボット技
術です。 

例えば、介護の負担を大きく軽減す
る技術にロボットスーツがあります。
私は、この分野で最先端を走っている
つくば市のサイバーダイン株式会社
のＣＥＯ（社長）である山海筑波大学
教授と意見交換したことがあります。
実用化したＨＡＬという名称のロボ
ットスーツは今、介護のリハビリ用に
数百台がレンタルで貸し出されてい
ます。レンタル方式なのは、常に最新
版を使ってもらうためです。 

脳梗塞や脳出血による障害が残っ
た際には、その患者はリハビリを行わ
なければなりません。しかし、そのリ
ハビリには強い意志が必要で、挫折し
てしまう人も少なくありません。その
ときに力を発揮するのが、ロボットス

ーツなのです。つまり、要介護者がＨ 

 

 

 

 

 

 

ＡＬを装着すると両足が楽に動かせ
るので、強い意志がなくてもリハビリ
を続けることができるのです。 

リハビリを続けていれば、そのうち
ＨＡＬを装着しなくても足が動かせ
るようになります。それにより寝たき
りでなくなれば、家族の介護作業の負
担ばかりか、介護保険への国の財政負
担も軽減されていきます。 

ドイツの公的保険機関では、ＨＡＬ
を医療保険の対象にしているのです
が、これもＨＡＬによって寝たきりを
解消するとともに、介護士の付き添い
費用なども減らせるため、財政負担が
軽くなるという判断からです。 

 

 

 

このロボット産業は、私の地元にも
大きな関係があります。圏央道と上尾
道路の開通によって、サイバーダイン
社のあるつくば市にも容易に行ける
だけでなく、成田空港とつながれば海
外に行くのも楽になります。 

 

 

 

介護の負担を大きく軽減する 

日本のロボット技術 

地元が日本の課題解決の 

中心地となる 

ＮＨＫの報道番組「日曜討論」に出演し、
各党の論客と議論を交わしました。政策
や法律をわかりやすくお伝えするよう努
めています。 

Who is 大島？ 
 

幹事長就任時に NHK で大島前議員

の人柄について記事に取り上げられ

ました。以下はその抜粋です。 
 

就任直後に、「Who is 大島？」と
記者団に自ら述べて、笑いも誘った
大島さん。知名度は決して高くはな
いものの、当選６回で、同僚議員か
らは、「安定感があり、誰からも好か
れる」という人物評が聞かれます。 
大島さんは、昭和３１年に埼玉県

北本市で生まれました。祖父は自動
車学校、父は幼稚園を経営するとい
う環境で育った大島さんは、「幼いこ
ろから、経営者になるのが夢だった」
と話しています。 
大手鉄鋼メーカーに１４年間、勤

務した大島さんは、いずれ起業する
ために営業力を磨きたいとして、生
命保険会社の営業マンに転職しま
す。それから５年程がたった頃、い
つものように通勤の途中で新聞を開
くと、目にとまったのは、当時の民
主党の候補者公募の案内でした。 

大島さんは当時、４２歳。「自分に
どのくらいの実力があるのか試して
みたかった」と振り返ります。周囲
からは、「温厚で激高する姿など見た
ことはなく、怒ることすらめったに
ない」という声も聞かれますが、大
島さんは「唯一、選挙は別だ」と話
しています。 
大島さんが、野党第１党の幹事長

として、手腕を発揮できるのか。大
島さんが実績を積み重ね、知名度を
高めて「Who is 大島？」を過去の
ものにすることができるのかどうか
が、民進党の党勢を推し量る、１つ
の指標になるのではないかと思いま
す。（NHK WEB 特集「Who is 大

島？」より抜粋） 

幹事長就任の取材を受けました。 
国民の皆様の期待に応えるためにしっ
かりと取り組んでまいります。 

私が副大臣の時、黒岩祐治神奈川県
知事からの要望に応えて神奈川県の
ロボット特区の指定を取り付けまし
た。それにより神奈川県は生活支援ロ
ボットの実用化や普及を促進する取
り組みを行えるようになりました。こ
うした動きと連動することによって、
地元の圏央道沿線にもロボット関連
企業の集積を進めることができます。 

 私たちの地元を日本の高齢化に伴
う課題を解決する中心地とするため、
こうした企業の誘致にも積極的に取

り組んでいます。 

「さがみロボット産業特区」の湘南ロボケア
センターを訪問。福祉や介護の現場で使用す
ることを想定した生活支援ロボットを視察し
ました。制御に人口知能を活用することによ
って、一人ひとりの障害の程度に応じて動作
するロボットスーツの開発が進んでいます。 

 

医療・介護用のロボットを開発している
サイバーダイン社を訪問し、社長の山海
教授と意見交換。ロボットのような器具
を装着すると、微弱な神経の信号を察知
して手や足を動かすことができるように
なります。寝たきりや要介護の負担を減
らすために、身体機能回復の分野にも保
険を適用できるようすすめてまいりま
す。 


